
1 

 

令和７～８年度鎌倉市公共施設再編計画見直し支援業務委託 

市民 WEBアンケート調査結果 

 

1. 市民 WEBアンケート調査の概要 

1.1. 市民 WEBアンケート調査の目的 

鎌倉市公共施設再編計画の改訂にあたり、現時点における市民の公共施設の利用状況や公共

施設マネジメント（再編）に対する意見などを確認するとともに、令和 3 年度（2021 年度）に

実施した市民 WEB アンケート調査（以下「令和 3 年度調査」という。）で把握した市民意向・

ニーズの変化を把握することを目的として実施した。 

 

1.2. 調査方法 

WEB アンケート形式 

 

1.3. 調査の対象（サンプル母数） 

WEB リサーチ会社の登録者 3,698 人（鎌倉市在住の 15 歳以上の方） 

 

1.4. 調査の実施時期・期間 

調査票の配信：令和 8 年（2026 年）4 月 3 日（金）～令和 8 年（2026 年）4 月 10 日（金）ま

で（7 日間） 

 

1.5. アンケート調査の回収状況 

市民 WEB アンケート調査の性別及び年代別の回収状況を以下に示す。 

 

■性別 

性別 回収数（人） 割合（％） 

男性 460 65.7％ 

女性 240 34.3％ 

合計 700 100％ 

 

■年代 

年代 回収数（人） 割合（％） 

10 代（15 歳～） 1 0.1％ 

20 代 22 3.1％ 

30 代 37 5.3％ 

40 代 86 12.3％ 

50 代 175 25.0％ 

60 代 237 33.9％ 

70 代 115 16.4％ 

80 代 27 3.9％ 

合計 700 100％ 

  

男性 65.7%
(n=460)

女性 34.3%
(n=240)

n=700

10代 0.1%
(n=1)

20代 3.1%
(n=22)

30代 5.3%
(n=37)

40代
12.3%
(n=86)

50代 25.0%
(n=175)60代 33.9%

(n=237)

70代 16.4%
(n=115)

80代 3.9%
(n=27)

n=700

参考資料 
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1.6. 設問内容 

本調査の設問内容を以下に示す。 

 

表 1 市民 WEBアンケート調査の設問項目 

区分 設問項目 
令和 3年度調査 
の設問番号 

Ⅰ．あなた自身のこ

とについて 

設問１：居住地域 設問 1 

設問２：家族構成 設問 2 

設問３：鎌倉市の居住期間 設問 3※ 

設問４：職業 令和 8 年度新設 

設問５：鎌倉市の公共施設の利用頻度・利用時間帯 設問 4※ 

設問６：鎌倉市の公共施設を利用しない理由 設問 5※ 

Ⅱ．公共施設の現状

と再編の必要性に

ついて 

設問７：鎌倉市の公共施設の再編の取り組みの認知度 設問 6 

設問８：鎌倉市の公共施設の再編の取り組みを知った

方法 
設問 7（1）※ 

Ⅲ．公共施設再編の

進め方と手法につ

いて 

設問９：集約化・複合化を進めることに対する考え方 設問 11※ 

設問１０：集約化・複合化に対する理解・協力の度合い 設問 14※ 

設問１１：公共施設のあり方に対する今後の手法 設問 8※ 

設問１２：鎌倉市が建物を保有し、直接サービスを提供

すべき公共施設 
令和 8 年度新設 

設問１３：居住地域における各サービスの現状に対す

る考え 
令和 8 年度新設 

設問１４：適切だと考える各サービスの距離感 令和 8 年度新設 

Ⅳ．民間施設の活用

や運営委託につい

て 

設問１５：民間施設の活用や運営委託を進めることに

対する考え方 
令和 8 年度新設 

設問１６：鎌倉市が民間施設を借りて行っても良いと

思うサービス 
令和 8 年度新設 

Ⅴ．学校を中心とし

た地域の拠点づく

りについて 

設問１７：居住地域における学校の建替えの際に、併設

（複合化）すると良いと思うサービス・機能 
令和 8 年度新設 

設問１８：学校を中心とした複合化に期待すること 設問 17※ 

設問１９：学校を中心とした複合化を進めるにあたり、

特に留意（注意）すべきこと 
令和 8 年度新設 

Ⅵ．その他 
設問２０：鎌倉市の公共施設マネジメントに関する自

由意見 
令和 8 年度新設 

※令和 8 年度調査と令和 3 年度調査の設問文・選択肢が一部異なる設問。  
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1.6.1 各設問の単純集計結果 

各設問の単純集計結果を以下に示す。 

 

Ⅰ．あなた自身のことについて 
 

 

 

 行政地域別の回答者割合をみると、「鎌倉地域」が 25.7％、「腰越地域」が 11.7％、「深沢

地域」が 18.6％、「大船地域」が 30.9％、「玉縄地域」が 13.1％となり、概ね、行政地域別

の人口割合と同等の割合となっている。 

 

【参考】令和8年（2026年）3月末日地域別人口（出典：住民基本台帳） 

 鎌倉地域：45,647 人（26.8％） 腰越地域：23,627 人（14.0％）深沢地域：34,028 人（19.5％） 

 大船地域：45,593 人（25.6％） 玉縄地域：24,435 人（14.1％） 全市合計：173,330 人 

 

 

  

25.7% 11.7% 18.6% 30.9% 13.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

鎌倉地域（n=180） 腰越地域（n=82） 深沢地域（n=130） 大船地域（n=216） 玉縄地域（n=92）

n=700

設問１ あなたがお住まいの地域を１つ選んでください 
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 回答者の家族構成をみると、「夫婦のみ」が 38.6％で最も多く、次いで「親と子ども世帯（本

人が親/子どもは 18歳以上）」が 20.3％、「ひとり暮らし」が 16.7％となっている。 

 

 

 

 回答者の居住期間をみると、「20～49 年」が 50.1％で最も多く、次いで「10～19 年」が

21.4％、「50年以上」が 14.7％となっている。 

 

 

  

16.7% 38.6% 9.0% 20.3% 9.7% 3.9%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ひとり暮らし（n=117） 夫婦のみ（n=270）

子育て世帯（本人が親／17歳以下の子どもがいる）（n=63） 親と子ども世帯（本人が親／子どもは18歳以上）（n=142）

親と子ども世帯（本人が子ども／親と同居）（n=68） 三世代以上世帯（3世代以上が同居／親・子・孫など）（n=27）

その他（n=13）

n=700

14.7% 50.1% 21.4% 5.9% 5.0%
2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50年以上（n=103） 20～49年（n=351） 10～19年（n=150） 5～9年（n=41） 2～4年（n=35） 2年未満（n=20）

n=700

設問２ あなたの家族構成を１つ選んでください。 

 

設問３ あなたが鎌倉市にお住まいになられている期間を１つ選んでください。 
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 回答者の職業をみると、「会社員（役員や契約社員などを含む）」が 38.4％で最も多く、次

いで「無職」が 22.3％、「パート・アルバイト」が 13.3％となっている。 

 

 

38.4% 11.0% 4.6% 13.3% 9.1% 0.7% 22.3% 0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

会社員（役員や契約社員などを含む）（n=269） 自営業（個人事業主・フリーランスなど）（n=77）
公務員・団体職員（n=32） パート・アルバイト（n=93）
家事専業（n=64） 生徒・学生（n=5）
無職（n=156） その他：（n=4）

n=700

設問４ あなたのご職業を１つ選んでください。 
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 鎌倉市の公共施設の利用頻度のうち、「月 1回以上程度」と「2～3ヶ月に 1回程度」の合

計をみると、「地域図書館」が 20.1％で最も多く、次いで「市役所」が 17.3％、「学習セ

ンター（玉縄分室含む）」が 10.2％となっている。 

 また、「今まで一度も利用したことがない」の割合をみると、「見田記念体育館」が 91.0％

で最も多く、次いで「子育て支援センター（4施設）」が 86.1％、「老人福祉センター（名

越やすらぎセンター・今泉さわやかセンター・玉縄すこやかセンター・腰越なごやかセン

ター・教養センター）」が 85.6％を占めている。 

 

■公共施設の利用頻度について 

 
※1 老人福祉センター：名越やすらぎセンター・今泉さわやかセンター・玉縄すこやかセンター・腰越なごやかセンター・教養センター  

※2 文化施設：鎌倉国宝館・鎌倉文学館・鎌倉芸術館・鏑木清方記念美術館・川喜多映画記念館・鎌倉歴史文化交流館 など 

5.7%

4.1%

13.1%

2.9%

2.7%

4.4%

0.4%

0.6%

0.4%

2.4%

1.1%

2.1%

1.4%

0.3%

1.0%

1.3%

1.4%

0.3%

11.6%

6.1%

7.0%

6.7%

2.4%

2.9%

2.0%

0.9%

0.3%

0.3%

0.4%

6.9%

0.9%

0.3%

0.4%

1.0%

1.6%

0.4%

38.4%

22.7%

9.1%

36.3%

9.0%

5.7%

10.1%

1.3%

1.0%

2.4%

3.1%

14.4%

1.9%

0.6%

1.9%

1.7%

2.4%

1.1%

40.7%

30.4%

41.4%

38.4%

27.9%

38.0%

41.4%

20.7%

12.1%

9.3%

13.3%

42.1%

29.7%

7.9%

17.7%

35.3%

25.7%

33.1%

3.6%

36.6%

29.3%

15.7%

58.0%

49.0%

46.0%

76.6%

86.1%

85.6%

82.0%

34.4%

66.1%

91.0%

79.0%

60.7%

68.9%

65.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市役所(n=700)

学習センター（玉縄分室含む）(n=700)

地域図書館(n=700)

支所（申請・届出・登録・証明書）(n=700)

鎌倉生涯学習センター（きらら鎌倉）(n=700)

中央図書館(n=700)

市民サービスコーナー〔大船ルミネウィング内〕(n=700)

鎌倉青少年会館、玉縄青少年会館(n=700)

子育て支援センター（４施設）(n=700)

老人福祉センター ※1(n=700)

福祉センター(n=700)

文化施設 ※2(n=700)

鎌倉体育館(n=700)

見田記念体育館(n=700)

大船体育館(n=700)

鎌倉武道館(n=700)

こもれび山崎温水プール(n=700)

鎌倉海浜公園水泳プール(n=700)

月1回以上程度 2～3ヶ月に1回程度 半年に１回程度 １年以内には利用していない 今まで一度も利用したことがない n=700

17.3％ 

10.2％ 

20.1％ 

85.6％ 

91.0％ 

86.1％ 

設問５ あなたはこの１年間に鎌倉市の公共施設をどのくらい利用しましたか？施設ごとに当

てはまるものを１つ選んでください。 

  【「1. 月 1 回以上程度」、「2. 2～3ヶ月に 1回程度」と回答された施設について】 

  主な利用時間帯について、当てはまるものを１つ選んでください。 
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 鎌倉市の公共施設の利用日をみると、すべての公共施設（有効回答数 n=29 以下の公共施

設を除く。）で、平日の利用が 50％以上となっている。 

 平日の利用割合をみると、「支所（申請・届出・登録・証明書）」が 91.0％で最も高く、次

いで「市役所」が 90.9％、「学習センター（玉縄分室含む）」が 77.8％を占めている。 

 また、土日・祝日の利用割合をみると、「中央図書館」が 35.3％で最も高く、次いで「鎌

倉生涯学習センター（きらら鎌倉）」が 30.6％、「文化施設 ※1」が 30.1％という結果で

あった。 

 

■主な利用時間帯について 

※グレー表記は有効回答数 n=29以下のため参考値 

 

※1 老人福祉センター：名越やすらぎセンター・今泉さわやかセンター・玉縄すこやかセンター・腰越なごやかセンター・教養センター  

※2 文化施設：鎌倉国宝館・鎌倉文学館・鎌倉芸術館・鏑木清方記念美術館・川喜多映画記念館・鎌倉歴史文化交流館 など 

  

52.1%

41.7%

34.0%

58.2%

36.1%

27.5%

35.3%

30.0%

20.0%

31.6%

36.4%

27.0%

25.0%

25.0%

40.0%

25.0%

19.0%

20.0%

38.0%

33.3%

36.9%

32.8%

25.0%

35.3%

41.2%

20.0%

60.0%

52.6%

36.4%

39.7%

18.8%

25.0%

31.3%

28.6%

0.8%

2.8%

1.4%

8.3%

2.0%

20.0%

5.3%

3.2%

18.8%

6.3%

40.0%

9.1%

9.7%

15.6%

4.5%

2.8%

19.6%

5.9%

30.0%

5.3%

18.2%

11.1%

12.5%

40.0%

25.0%

33.3%

40.0%

12.5%

12.1%

3.0%

22.2%

15.7%

11.8%

20.0%

5.3%

9.1%

19.0%

6.3%

50.0%

10.0%

12.5%

4.8%

1.5%

5.6%

5.9%

18.8%

10.0%

14.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市役所(n=121)

学習センター（玉縄分室含む）(n=72)

地域図書館(n=141)

支所（申請・届出・登録・証明書）(n=67)

鎌倉生涯学習センター（きらら鎌倉）(n=36)

中央図書館(n=51)

市民サービスコーナー〔大船ルミネウィング内〕(n=17)

鎌倉青少年会館、玉縄青少年会館(n=10)

子育て支援センター（４施設）(n=5)

老人福祉センター ※1(n=19)

福祉センター(n=11)

文化施設 ※2(n=63)

鎌倉体育館(n=16)

見田記念体育館(n=4)

大船体育館(n=10)

鎌倉武道館(n=16)

こもれび山崎温水プール(n=21)

鎌倉海浜公園水泳プール(n=5)

平日午前 平日午後 平日夜間 土日・祝日午前 土日・祝日午後 土日・祝日夜間 n=700

90.9％ 

77.8％ 

91.0％ 

35.3％ 

30.6％ 

30.1％ 
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 鎌倉市の公共施設を利用しない理由をみると、「利用する必要がない（自分に合うサービ

スや活動がない）」が 79.7％と最も高く、次いで「アクセスが不便である（近くにない、

坂道が多い、駐車場・駐輪場がない）」が 22.0％、「施設の存在や、そこで何ができるかを

知らない」が 20.1％となっている。 

 

設問６：「その他」のうちの主な回答 

その他の回答 

 特になし 

 混んでいるため 

 老朽化が進んでいるため 

 

  

79.7%（n=558）

22.0%（n=154）

20.1%（n=141）

15.6%（n=109）

10.1%（n=71）

6.1%（n=43）

3.1%（n=22）

1.6%（n=12）

1.6%（n=11）

1.7%（n=11）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

利用する必要がない（自分に合うサービスや活動がない）

アクセスが不便である（近くにない、坂道が多い、駐車場・駐輪場がない）

施設の存在や、そこで何ができるかを知らない

インターネットや郵送で済ませている

開館時間や休日が合わない（仕事や学校で行ける時間に開いていない）

施設が古く使いにくい（老朽化している、バリアフリーではない、清潔感がない）

他自治体の同種の施設の方か良い

民間の同種の施設の方が良い

利用料金が高い

その他

n=700

設問６ 【「３．半年に１回程度」、「４．１年以内には利用していない」、「５．今まで一度も利

用したことがない」と回答された方に】 

    あなたが鎌倉市の公共施設を利用されない理由について、当てはまるものを全て選ん

でください。 
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Ⅱ．公共施設の現状と再編の必要性について 
 

 

 

 鎌倉市の公共施設の再編の取り組みの認知度をみると、「知っている」が 28.7％、「知らな

い」が 71.3％を占めている。 

 

 

 

 

 

 鎌倉市の公共施設の再編の取り組みを知った方法をみると、「広報かまくら」が 73.6％で

最も高く、次いで「鎌倉市のホームページ」が 45.3％、「友人・知人や家族」が 21.9％と

なっている。 

 

 

設問 8：「その他」のうちの主な回答 

その他の回答 

 鎌倉市が運営していない SNS 

 新聞報道 

 市議会議員からの話 

28.7% 71.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている（n=201） 知らない（n=499）

n=700

73.6%

45.3%

21.9%

10.9%

10.4%

2.5%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

広報かまくら（n=148）

鎌倉市のホームページ（n=91）

友人・知人や家族（n=44）

パンフレット（n=22）

鎌倉市SNS（X（旧Twitter）、Facebook、YouTube、LINE）（n=21）

市議会インターネット中継（n=5）

その他（n=7）

n=201

設問７ 鎌倉市の公共施設の再編の取り組みをご存知ですか。 

設問８【設問７で「① 知っている」と回答された方に】 

    どこでその取り組みを知りましたか。当てはまるものを全て選んでください。 
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Ⅲ．公共施設再編の進め方と手法について 
 

 

 

 

 

 

 集約化・複合化で再編を進めることの意向をみると、「施設の種類や需要を考慮して実施

すべき」が 53.3％で最も高く、次いで「積極的に実施すべき」が 27.6％となっており、

合計で 80.9％を占めている。 

 また、「施設の集約化・複合化は実施すべきではない」が 6.1％で最も低くなっている。 

 

  

27.6% 53.3% 6.1% 13.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

積極的に実施すべき（n=193） 施設の種類や需要を考慮して実施すべき（n=373）

施設の集約化・複合化は実施すべきではない（n=43） わからない（n=91）

n=700

設問９ 施設の集約化・複合化についてお尋ねします。地域に必要な行政サービスを守りつつ、

将来世代に過度な負担を残さないために、施設の「集約化（まとめる）」や「複合化（組

み合わせる）」で再編を進めることについて、あなたの考えに最も近いものを１つ選ん

でください。 

 

80.9％ 6.1％ 
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 集約化・複合化による再編を進めることへの理解・協力の度合いをみると、「施設数や面

積の削減」及び「対面窓口の削減、オンライン窓口、電子申請、コンビニ交付などの推進」

の項目においては、「理解・協力できる」及び「ある程度理解・協力できる」の回答の割

合の合計が 70％以上となっている。 

 また、「移動距離の増加、アクセスの変化」、「開館日・運営時間の短縮」及び「民間への

運営委託」の項目においては、「理解・協力できる」及び「ある程度理解・協力できる」

の回答の割合が 60％以上という結果であった。 

 

 

  

24.6%

17.7%

17.4%

37.9%

25.0%

49.4%

47.3%

48.1%

42.0%

41.7%

8.6%

15.3%

16.7%

7.7%

15.6%

5.1%

10.0%

8.0%

4.4%

5.6%

12.3%

9.7%

9.7%

8.0%

12.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設数や面積の削減（n=700）

移動距離の増加、アクセスの変化（n=700）

開館日・運営時間の短縮（n=700）

対面窓口の削減、オンライン窓口、電子申請、コンビニ交付などの

推進（n=700）

民間への運営委託（n=700）

理解・協力できる ある程度理解・協力できる あまり理解・協力できない 理解・協力できない わからない
n=700

設問 10 集約化（まとめる）や複合化（組み合わせる）を進めると、建物の数や面積が減り、

利用に当たって移動距離が長くなるなどの影響が出る可能性があります。将来世代に過

度な負担を残さないための「再編」に伴う変化について、あなたのお考えを教えてくだ

さい。項目ごとに当てはまるものを 1 つ選んでください。 

74.0％ 

65.0％ 

65.6％ 

79.9％ 

66.7％ 
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 適切だと考える公共施設のあり方をみると、「集約化・複合化（集約化・複合化を進め、

全体の施設数や面積を減らす）」との回答が 321 人で最も多く、次いで「建物の長寿命化

（適切な修繕・維持管理を優先し、できるだけ長く使う）」が 235人、「未利用資産の賃貸・

売却（利用していない施設や余剰地を売却・賃貸して収入を得る）」が 205 人となってい

る。 

 

 

 

設問 11：「その他」のうちの主な回答 

その他の回答 

 観光客の収入を上げて、公共施設の維持管理や建替えに充てる。 

 差別料金の導入 

 無駄な公共施設の廃止 

  

321

235

205

181

180

176

93

44

15

85

0 50 100 150 200 250 300 350

集約化・複合化（集約化・複合化を進め、全体の施設数や面積を減らす）

建物の長寿命化（適切な修繕・維持管理を優先し、できるだけ長く使う）

未利用資産の賃貸・売却（利用していない施設や余剰地を売却・賃貸して収入を得る）

民間施設の活用（民間の会議室、ホール、スポーツ施設などを活用し、市独自の施設を減らす）

官民連携（建替えや運営に民間の資金やノウハウを活用し、財政負担を削減する）

広域連携（近隣の自治体と共同で施設を整備・共有し、経費を削減する）

利用料金の適正化（施設の利用料金を引上げ、維持管理費を利用者に負担してもらう）

積極的な新設・更新（費用がかかっても、利便性を確保するために、積極的に新設や建て替えを行う）

その他

わからない

n=700 （人）

設問１１ 将来世代に過度な負担を残さないために、今後の公共施設のあり方としてどのよう

な工夫が適切だと思いますか。当てはまるものを３つまで選んでください。 
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 鎌倉市が建物を保有し、直接サービスを提供すべき公共施設をみると、「消防署・消防出

張所」が 62.7％で最も高く、次いで「地域の行政センター（支所・申請、証明書発行など

の行政窓口）」が 61.7％、「小・中学校」が 58.4％となっている。 

 また、回答した割合が少ない施設については、「見田記念体育館」と回答した割合が 4.1％

で最も低く、次いで「特になし（全ての施設を再編の対象として良い）」が 7.9％、「鎌倉

青少年会館、玉縄青少年会館（若者の活動を支える場所）」が 8.6％を占めている。これら

の施設については、「鎌倉市が建物を保有し、直接サービスを提供しなくてもよい公共施

設」と考えられる。 

 
※1 文化施設：鎌倉国宝館・鎌倉文学館・鎌倉芸術館・鏑木清方記念美術館・川喜多映画記念館・鎌倉歴史文化交流館 など 

※2 福祉センター：介護サービス、福祉団体、ボランティアなどを支援する福祉活動拠点 

※3 老人福祉センター：名越やすらぎセンター・今泉さわやかセンター・玉縄すこやかセンター・腰越なごやかセンター・教養センター  

※4 子どもセンター：保育園や子育支援センターなど、乳幼児や保護者向けの複合施設 

  

62.7%

61.7%

58.4%

32.0%

31.6%

30.9%

26.7%

24.0%

22.7%

21.4%

21.4%

19.1%

15.3%

15.1%

12.9%

11.6%

10.4%

10.3%

8.6%

7.9%

4.1%

0.7%

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

消防署・消防出張所（n=439）

地域の行政センター（支所・申請、証明書発行などの行政窓口）（n=432）

小・中学校（n=409）

文化施設※1（n=224）

中央図書館（n=221）

地域の行政センター（地域図書館）（n=216）

福祉センター※2（n=187）

老人福祉センター※3（n=168）

こどもセンター※4（n=159）

子どもひろば・子どもの家（アフタースクール・学童保育）（n=150）

在宅福祉サービスセンター（高齢者向け介護サービスの拠点）（n=150）

地域の行政センター（生涯学習センター／学びや活動の場所）（n=134）

鎌倉武道館（n=107）

鎌倉体育館（n=106）

こもれび山崎温水プール（n=90）

鎌倉生涯学習センターきらら鎌倉（学びや活動の場所）（n=81）

鎌倉海浜公園水泳プール（n=73）

大船体育館（n=72）

鎌倉青少年会館、玉縄青少年会館（若者の活動を支える場所）（n=60）

特になし（全ての施設を再編の対象として良い）（n=55）

見田記念体育館（n=29）

その他（n=5）

わからない（n=44）

n=700

設問１２ 鎌倉市の市域全体の将来を考えた視点でお尋ねします。今後の社会の変化や財政状

況を踏まえても、これまでどおりに市が自ら建物を保有し、直接サービスを提供し続け

るべきだと思う施設はどれですか。あてはまるものを全て選んでください。 
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 居住地域における各サービスの現状に対する考えについて、全てのサービスで「維持すべ

き」が最も高い。 

 「学習・活動支援機能」、「青少年育成・活動支援」及び「文化・芸術・歴史の普及」では、

「維持すべき」に次いで「削減してよい」が多くみられる。 

 また、「行政窓口機能」、「図書・情報サービス」、「乳幼児保育・子育て支援」、「放課後の

居場所」、「高齢者福祉・活動支援」、「福祉相談・サービス窓口」及び「文化・芸術・歴史

の普及」では、「維持すべき」に次いで「充実すべき」が高い。 

 

 

 

  

20.9%

11.4%

20.7%

8.9%

24.1%

23.3%

20.0%

19.7%

17.7%

14.3%

62.1%

41.3%

53.4%

37.0%

46.0%

45.7%

49.6%

54.4%

48.4%

48.4%

9.1%

24.1%

13.0%

28.4%

10.9%

12.4%

13.7%

11.6%

17.0%

16.4%

7.9%

23.1%

12.9%

25.7%

19.0%

18.6%

16.7%

14.3%

16.9%

20.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行政窓口機能（支所・市民サービスコーナー）（n=700）

学習・活動支援機能（生涯学習センターのような学びや活動ができる場の提供）（n=700）

図書・情報サービス（市民が使える図書館、身近な場所での図書貸出・返却など）（n=700）

青少年育成・活動支援（青少年会館のような、若者の活動を支える場）（n=700）

乳幼児保育・子育て支援（公立保育園や子育て支援センターなど、乳幼児と保護者へのサポート）（n=700）

放課後の居場所（子どもひろば・子どもの家のような、小学生の放課後活動の場）（n=700）

高齢者福祉・活動支援（老人福祉センターのような、高齢者向けサービスや活動の場）（n=700）

福祉相談・サービス窓口（福祉センターのような、生活や福祉全般の相談窓口）（n=700）

文化・芸術・歴史の普及（文化財や芸術作品の展示、地域の歴史を伝える場）（n=700）

スポーツ・運動の場の提供（n=700）

充実すべき 維持すべき 削減してよい わからない n=700

設問１３ あなたがお住まいの地域（設問１で回答した５つの地域）についてお尋ねします。お

住まいの地域において、それぞれのサービスの現状をどのように感じますか。最も当て

はまるものを 1つ選んでください。 
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 適切だと考える各サービスの距離感をみると、「乳幼児保育・子育て支援」及び「放課後

の居場所」において、「小学校区レベル（身近な徒歩圏内）」が最も高く、次いで「５地域

レベル（自転車やバス・車で通う範囲）」が高い。「放課後の居場所」は、「小学校区レベ

ル（身近な徒歩圏内）」が過半数を超えている。 

 「行政窓口機能」及び「高齢者福祉・活動支援」においては、「５地域レベル（自転車や

バス・車で通う範囲）」が最も高く、次いで「小学校区レベル（身近な徒歩圏内）」が多く

みられる。 

 「学習・活動支援機能」、「図書・情報サービス」及び「福祉相談・サービス窓口」におい

ては、「５地域レベル（自転車やバス・車で通う範囲）」が最も高く、次いで「市域全体で

共有する拠点（市内に１～２か所）」が多い。 

 「青少年育成・活動支援」、「文化・芸術・歴史の普及」及び「スポーツ・運動の場の提供」

においては、「市域全体で共有する拠点（市内に１～2か所）」が最も高く、次いで「５地

域レベル（自転車やバス・車で通う範囲）」が多い結果であった。なお、「文化・芸術・歴

史の普及」は、「市域全体で共有する拠点（市内に１～2か所）」が過半数を超えている。 

 

 

  

29.0%

14.9%

20.3%

10.3%

34.4%

54.0%

28.6%

17.0%

6.9%

11.1%

49.3%

40.1%

44.4%

26.9%

33.0%

18.4%

38.0%

42.6%

23.9%

32.3%

12.3%

28.7%

23.1%

42.3%

15.0%

10.1%

17.3%

26.0%

52.7%

38.6%

9.4%

16.3%

12.1%

20.6%

17.6%

17.4%

16.1%

14.4%

16.6%

18.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行政窓口機能（支所・市民サービスコーナーのような、証明書発行など）（n=700）

学習・活動支援機能（生涯学習センターのような、学びや活動ができる場の提供）（n=700）

図書・情報サービス（市民が使える図書館、身近な場所での図書貸出・返却など）（n=700）

青少年育成・活動支援（青少年会館のような、若者の活動を支える場）（n=700）

乳幼児保育・子育て支援（公立保育園や子育て支援センターなど、乳幼児と保護者へのサポート）（n=700）

放課後の居場所（子どもひろば・子どもの家のような、小学生の放課後活動の場）（n=700）

高齢者福祉・活動支援（老人福祉センターのような、高齢者向けサービスや活動の場）（n=700）

福祉相談・サービス窓口（福祉センターのような、生活や福祉全般の相談窓口）（n=700）

文化・芸術・歴史の普及（文化財や芸術作品の展示、地域の歴史を伝える場）（n=700）

スポーツ・運動の場の提供（n=700）

小学校区レベル（身近な徒歩圏内） ５地域レベル（自転車やバス・車で通う範囲）
市域全体で共有する拠点（市内に１～2か所） わからない

n=700

設問１４ それぞれのサービスがどの程度の範囲（距離感）にあるのが適切だと思いますか。将

来の地域の姿（防災、福祉、子育て、地域コミュニティ、デジタル化など）を想像して、

サービスごと望ましいと思う範囲を 1 つ選んでください。 
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Ⅳ．民間施設の活用や運営委託について 
 

 

 

 

 

 

 民間施設の活用や運営委託を進めることに対する考え方をみると、「施設の種類や需要を

考慮して実施すべき」が 53.3％で最も高く、次いで「積極的に実施すべき」が 31.7％で

あり、合計で 85.0％を占めている。 

 また、「民間施設は活用せず、市が自前で公共施設の整備、維持管理・運営を実施すべき」

が 4.9％で最も低くなっている。 

 

 
  

31.7% 53.3% 4.9% 10.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

積極的に実施すべき（n=222）
施設の種類や需要を考慮して実施すべき（n=373）
民間施設は活用せず、市が自前で公共施設の整備、維持管理・運営を実施すべき（n=34）
わからない（n=71）

n=700

設問１５ 民間施設を活用した公共サービスの提供についてお尋ねします。 

     ショッピングセンターやオフィスビルの一部を借りたり、運営を民間に任せたりす

ることで、コストを抑えつつ、利便性の向上を図ることについて、あなたの考えに近

いものを 1つ選んでください。 

85.0％ 4.9％ 
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 鎌倉市が民間施設を借りて行っても良いと思うサービスをみると、「行政窓口機能」が

61.7％で最も多く、次いで「図書・情報サービス」が 52.4％、「学習・活動支援機能」が

48.3％となっている。 

 

 

設問 1６：「その他」のうちの主な回答 

その他の回答 

 緊急対応業務を除く業務 

  

61.7%

52.4%

48.3%

45.9%

45.0%

44.7%

43.6%

43.1%

42.6%

40.0%

12.6%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行政窓口機能（支所・市民サービスコーナーのような、証明書発行など）（n=432）

図書・情報サービス（市民も使える図書館、身近な場所での図書貸出・返却など）

（n=367）

学習・活動支援機能（生涯学習センターのような、学びや活動ができる場の提供）

（n=338）

福祉相談・サービス窓口（福祉センターのような、生活や福祉全般の相談窓口）

（n=321）

乳幼児保育・子育て支援（公立保育園や子育て支援センターなど、乳幼児と保護

者へのサポート）（n=315）

高齢者福祉・活動支援（老人福祉センターのような、高齢者向けサービスや活動

の場）（n=313）

スポーツ・運動の場の提供（n=305）

放課後の居場所（子どもひろば・子どもの家のような、小学生の放課後活動の場）

（n=302）

青少年育成・活動支援（青少年会館のような、若者の活動を支える場）（n=298）

文化・芸術・歴史の普及（文化財や芸術作品の展示、地域の歴史を伝える場）

（n=280）

特になし（n=88）

その他（n=2）

n=700

行政窓口機能（支所・市民サービスコーナーのような、証明書発

行など）（n=432）

図書・情報サービス（市民も使える図書館、身近な場所での図書

貸出・返却など）（n=367）

学習・活動支援機能（生涯学習センターのような、学びや活動が

できる場の提供）（n=338）

福祉相談・サービス窓口（福祉センターのような、生活や福祉全般

の相談窓口）（n=321）

乳幼児保育・子育て支援（公立保育園や子育て支援センターな

ど、乳幼児と保護者へのサポート）（n=315）

高齢者福祉・活動支援（老人福祉センターのような、高齢者向け

サービスや活動の場）（n=313）

スポーツ・運動の場の提供（n=305）

放課後の居場所（子どもひろば・子どもの家のような、小学生の放

課後活動の場）（n=302）

青少年育成・活動支援（青少年会館のような、若者の活動を支え

る場）（n=298）

文化・芸術・歴史の普及（文化財や芸術作品の展示、地域の歴史

を伝える場）（n=280）

特になし（n=88）

その他（n=2）

設問１６ 市が「民間施設の一部を借りて」行っても良いと思うサービスについて、当てはま

るものを全て選んでください。 
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Ⅴ．学校を中心とした地域の拠点づくりについて 
 

 

 

 

 

 

 居住地域における学校の建替えの際に、併設（複合化）すると良いと思うサービス・機能

をみると、「放課後の居場所」が 58.9％で最も高く、次いで「図書・情報サービス」が 54.9％、

「学習・活動支援機能」が 44.9％を占めている。 

 また、「複合化すべきではない」が 8.4％で最も低くなっている。 

 

 

設問 17：「その他」のうちの主な回答 

その他の回答 

 わからない 

 特になし 

 

  

58.9%

54.9%

44.9%

41.4%

38.7%

37.3%

34.3%

26.9%

22.4%

20.6%

8.4%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

放課後の居場所（子どもひろば・子どもの家のような、小学生の放課後活動

の場）（n=412）

図書・情報サービス（市民も使える図書館、身近な場所での図書貸出・返却

など）（n=384）

学習・活動支援機能（生涯学習センターのような、学びや活動ができる場の

提供）（n=314）

スポーツ・運動の場の提供（体育館や校庭の活用など、スポーツを楽しめる

場）（n=290）

乳幼児保育・子育て支援（公立保育園や子育て支援センターなど、乳幼児と

保護者へのサポート）（n=271）

行政窓口機能（支所・市民サービスコーナーのような、証明書発行など）

（n=261）

青少年育成・活動支援（青少年会館のような、若者の活動を支える場）

（n=240）

高齢者福祉・活動支援（老人福祉センターのような、高齢者向けサービスや

活動の場）（n=188）

文化・芸術・歴史の普及（文化財や芸術作品の展示、地域の歴史を伝える

場）（n=157）

福祉相談・サービス窓口（福祉センターのような、生活や福祉全般の相談窓

口）（n=144）

複合化すべきではない（n=59）

その他：（n=7）

n=700

放課後の居場所（子どもひろば・子どもの家のような、小学生の

放課後活動の場）（n=412）

図書・情報サービス（市民も使える図書館、身近な場所での図

書貸出・返却など）（n=384）

学習・活動支援機能（生涯学習センターのような、学びや活動

ができる場の提供）（n=314）

スポーツ・運動の場の提供（体育館や校庭の活用など、スポー

ツを楽しめる場）（n=290）

乳幼児保育・子育て支援（公立保育園や子育て支援センターな

ど、乳幼児と保護者へのサポート）（n=271）

行政窓口機能（支所・市民サービスコーナーのような、証明書

発行など）（n=261）

青少年育成・活動支援（青少年会館のような、若者の活動を支

える場）（n=240）

高齢者福祉・活動支援（老人福祉センターのような、高齢者向

けサービスや活動の場）（n=188）

文化・芸術・歴史の普及（文化財や芸術作品の展示、地域の歴

史を伝える場）（n=157）

福祉相談・サービス窓口（福祉センターのような、生活や福祉

全般の相談窓口）（n=144）

複合化すべきではない（n=59）

その他（n=7）

設問１７ お住まいの地域の学校を建て替える際に、学校の敷地にどのようなサービスや機能

が併設（複合化）されると良いと思いますか。将来の地域の姿（防災、福祉、子育て、

地域コミュニティ、デジタル化など）を想像して、身近な場所（徒歩圏内）にあると良

いと思うものを全て選んでください。 
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 学校を中心とした複合化に期待することをみると、「利便性の向上」が 54.1％で最も高く、

次いで「学校施設の有効活用」が 50.1％、「将来の費用負担の軽減」が 45.7％となってい

る。 

 

 
 

設問 18：「その他」のうちの主な回答 

その他の回答 

 無駄の削減 

 サービスの多機能化・多様化 

 子どもの育成 

 市民病院の建設 

 保育園不足や放課後の児童の居場所不足等の課題解決 

 

  

54.1%

50.1%

45.7%

45.4%

42.7%

13.6%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

利便性の向上（一度の外出で複数の行政サービスや図書サービスが利用

できる）（n=379）

学校施設の有効活用（授業に支障のない範囲で地域住民が体育館、特別

教室（調理室・音楽室など）をより利用しやすくなる）（n=351）

将来の費用負担の軽減（建物を一つにまとめることで、建設費や将来の維

持管理にかかるコストを削減できる）（n=320）

多世代交流の活性化（子どもから高齢者まで幅広い世代が同じ場所に集う

ことで地域のつながりが深まる）（n=318）

防災・避難機能の強化（個室や通信環境を整え、災害時に誰もが安心して

避難できる拠点になる）（n=299）

特になし（n=95）

その他（n=6）

n=700

利便性の向上（一度の外出で複数の行政サービスや図書サービスが

利用できる）（n=379）

学校施設の有効活用（授業に支障のない範囲で地域住民が体育館、

特別教室（調理室・音楽室など）をより利用しやすくなる）（n=351）

将来の費用負担の軽減（建物を一つにまとめることで、建設費や将

来の維持管理にかかるコストを削減できる）（n=320）

多世代交流の活性化（子どもから高齢者まで幅広い世代が同じ場所

に集うことで地域のつながりが深まる）（n=318）

防災・避難機能の強化（個室や通信環境を整え、災害時に誰もが安

心して避難できる拠点になる）（n=299）

特になし（n=95）

その他（n=6）

設問１８ このような学校を中心とした複合化に期待することは何ですか。あてはまるものを

全て選んでください。 
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 学校を中心とした複合化を進めるにあたり、特に留意（注意）すべきことについて、「児

童・生徒の安全確保」との回答が 506人で最も多く、次いで「防災・避難機能の充実」が

312人、「教育環境の維持」が 304人となっている。 

 

 

その他の回答 

 わからない 

 特になし 

 複合化する必要はない 

 子どもを見守る人の人選 

 

  

506

312

304

256

185

9

0 100 200 300 400 500 600

児童・生徒の安全確保（防犯対策）（学校教育と一般利用の動線を分

ける、不審者対策を徹底し、子どもの安全を最優先する）

防災・避難機能の充実（避難所の確保）（災害時の避難スペースや防

災設備の充実など、地域の避難所としての機能を備える）

教育環境の維持（騒音・プライバシー）（授業や部活動などの妨げにな

らないよう騒音やプライバシーに十分に配慮する）

利便性への配慮（交通・バリアフリー）（駐車・駐輪スペースの確保や交

通渋滞への対策、誰もが使いやすいバリアフリー化など）

管理運営体制の明確化（トラブル防止）（周辺住民からの騒音苦情な

どに対する相談窓口の明確化など、管理運営体制の明確化）

その他

n=700 （人）

児童・生徒の安全確保（防犯対策）（学校教育と一般利用の動線を

分ける、不審者対策を徹底し、子どもの安全を最優先する）

防災・避難機能の充実（避難所の確保）（災害時の避難スペースや

防災設備の充実など、地域の避難所としての機能を備える）

教育環境の維持（騒音・プライバシー）（授業や部活動などの妨げ

にならないよう騒音やプライバシーに十分に配慮する）

利便性への配慮（交通・バリアフリー）（駐車・駐輪スペースの確保

や交通渋滞への対策、誰もが使いやすいバリアフリー化など）

管理運営体制の明確化（トラブル防止）（周辺住民からの騒音苦情

などに対する相談窓口の明確化など、管理運営体制の明確化）

その他

設問１９ 学校を中心とした複合化を進めるにあたり、特に留意（注意）すべきだと思うことは

何ですか。当てはまるものを３つ選んでください。 
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1.7. 集計結果（令和３年度調査結果との比較） 

令和 3 年度調査と本年度実施の市民 WEB アンケート調査（以下、「令和 8 年度調査」）の回

答結果の比較を行い、公共施設マネジメントに対する市民意向・ニーズの変化を把握する。 

 

1.7.1 総括 

令和 3 年度調査と令和 8 年度調査の結果を比較した総括をⅠ～Ⅲに分類して以下に示す。 

＜Ⅰ．あなた自身のことについて＞ 

■総括 

 公共施設の利用頻度として、「学習センター（玉縄分室含む）」を除く公共施設において、

「月 1回程度以上」と「2～3ヶ月に 1回程度」の合計の割合は、令和 3年度（平均 9.1％）

から令和 8年度（平均 5.2％）にかけて減少しており、市民の公共施設の利用頻度が減少傾

向にあると考えられる。 

 

■各設問の主な回答結果 

 鎌倉市の公共施設の利用頻度をみると、「学習センター（玉縄分室含む）」を除く公共施設

において、令和 8 年度調査の「月 1回以上程度」と「2～3ヶ月に 1回程度」の合計の割合

（平均 5.2％）が、令和 3年度の同回答の割合（平均 9.1％）より減少している。 

 鎌倉市の公共施設を利用しない理由をみると、令和 3 年度調査と令和 8 年度調査で概ね同

様の傾向となっており、どちらの調査でも「利用する必要がない（自分に合うサービスや活

動がない）」の割合（令和 3年度調査：89.1％、令和 8年度調査：79.7％）が最も高くなっ

ている。 

 

＜Ⅱ．公共施設の現状と再編の必要性について＞ 

■総括 

 鎌倉市の公共施設の再編の取り組みの認知度として、「知っている」の割合は、令和 3年度

調査（18.6％）から令和 8年度調査（28.7％）にかけて約 10％増加しており、「広報かまく

ら」や「鎌倉市のホームページ」等による周知の効果があったと考えられる。 

 

■各設問の主な回答結果 

 鎌倉市の公共施設の再編の取り組みの認知度をみると、「知っている」の割合は、令和 3年

度調査から令和 8 年度調査にかけて、18.6％から 28.7％に増加している。 

 鎌倉市の公共施設の再編の取り組みを知った方法をみると、令和 3 年度調査と令和 8 年度

調査で概ね同様の傾向となっており、「広報かまくら」の割合（令和 3年度調査：71.5％、

令和 8年度調査：73.6％）が最も高く、次いで「鎌倉市のホームページ」（令和 3年度調査：

43.1％、令和 8年度調査：45.3％）、「友人・知人や家族」（令和 3年度調査：23.1％、令和

8年度調査：21.9％）の割合が高くなっている。 

 

＜Ⅲ．公共施設再編の進め方と手法について＞ 

■総括 

 集約化・複合化を進めることに対する考え方として、「積極的に実施すべき」と「施設の種

類や需要を考慮して実施すべき」の割合の合計が約 8 割となっており、賛成する意見が多

い傾向にあると考えられるが、令和 3年度調査（90.9％）から令和 8年度調査（80.9％）に

かけて 10％減少していることに留意が必要である。 

 

■各設問の主な回答結果 

 集約化・複合化を進めることに対する考え方をみると、令和 3年度調査における「積極的に

実施すべき」（29.0％）と「施設の種類や需要を考慮して実施すべき」（61.9％）の割合の合

計は 90.9％であった。一方、令和 8年度調査における「積極的に実施すべき」（27.6％）と

「施設の種類や需要を考慮して実施すべき」（53.3％）の割合は 80.9％であり、「実施すべ

き」の割合が減少している。 
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1.7.2 各設問における令和３年度調査結果との比較結果 

 

Ⅰ．あなた自身のことについて 
 

 

 

 

 鎌倉市の公共施設の利用頻度をみると、「学習センター（玉縄分室含む）」を除く公共施設

において、令和 8 年度調査の「月１回以上程度」と「2～3 ヶ月に 1 回程度」の合計の割

合（平均 5.2％）が、令和 3年度の同回答の割合（平均 9.1％）より減少している。 

 

※1 老人福祉センター：名越やすらぎセンター・今泉さわやかセンター・玉縄すこやかセンター・腰越なごやかセンター・教養センター  

※2 文化施設：鎌倉国宝館・鎌倉文学館・鎌倉芸術館・鏑木清方記念美術館・川喜多映画記念館・鎌倉歴史文化交流館  など 
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令和8年度（n=700）

令和3年度（n=699）

令和8年度（n=700）

令和3年度（n=699）

令和8年度（n=700）

令和3年度（n=699）

令和8年度（n=700）

令和3年度（n=699）

令和8年度（n=700）

令和3年度（n=699）

令和8年度（n=700）

令和3年度（n=699）

令和8年度（n=700）

令和3年度（n=699）

令和8年度（n=700）

1
2

3
4

5
6

市
民

サ
ー
ビ
ス

コ
ー
ナ
ー

〔
大
船
ル

ミ
ネ
ウ
ィ

ン
グ
内
〕

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

月1回以上程度 2～3ヶ月に1回程度 半年に１回程度 １年以内には利用していない 今まで一度も利用したことがない

市役所

鎌倉海浜公園

水泳プール

地域図書館

学習センター

（玉縄分室含む）

支所（申請・届

出・登録・証明

書）

鎌倉生涯学習

センター（きら

ら鎌倉）

中央図書館

市民サービス

コーナー〔大船ル

ミネウィング内〕

鎌倉青少年会

館、玉縄青少

年会館

子育て支援セン

ター（４施設）

老人福祉セン

ター ※1

福祉センター

文化施設 ※2

鎌倉体育館

見田記念

体育館

大船体育館

鎌倉武道館

こもれび山崎

温水プール

設問５ あなたはこの１年間に鎌倉市の公共施設をどのくらい利用しましたか？施設ごとに当

てはまるものを１つ選んでください。 



23 

 

 

 

 

 

 

 鎌倉市の公共施設を利用しない理由をみると、令和 3 年度調査と令和 8 年度調査で概ね

同様の傾向となっており、どちらの調査でも「利用する必要がない（自分に合うサービス

や活動がない）」の割合（令和 3 年度調査：89.1％、令和 8 年度調査：79.7％）が最も高

くなっている。 

 

 

 

  

89.1%

2.3%

8.3%

20.9%

3.2%

4.7%

79.7%

1.6%

10.1%

22.0%

3.1%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

利用する必要がない（自分に合うサービスや活動がない）

利用料金が高い

開館時間や休日が合わない（仕事や学校で行ける時間に開いていない）

アクセスが不便である（近くにない、坂道が多い、駐車場・駐輪場がない）

他自治体の同種の施設の方か良い

民間の同種の施設の方が良い

令和3年度(n=697) 令和8年度(n=700)

設問６ 【「３．半年に１回程度」、「４．１年以内には利用していない」、「５．今まで一度も利

用したことがない」と回答された方に】 

    あなたが鎌倉市の公共施設を利用されない理由について、当てはまるものを全て選ん

でください。 
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Ⅱ．公共施設の現状と再編の必要性について 
 

 

 

 鎌倉市の公共施設の再編の取り組みの認知度をみると、「知っている」の割合は、令和 3

年度調査から令和 8年度調査にかけて、18.6％から 28.7％に割合が増加している。 

 

 

 

 

 

 鎌倉市の公共施設の再編の取り組みを知った方法をみると、令和 3 年度調査と令和 8年度

調査で概ね同様の傾向となっており、「広報かまくら」の割合（令和 3年度調査：71.5％、

令和 8 年度調査：73.6％）が最も高く、次いで「鎌倉市のホームページ」（令和 3 年度調

査：43.1％、令和 8年度調査：45.3％）、「友人・知人や家族」（令和 3年度調査：23.1％、

令和 8年度調査：21.9％）の割合が高くなっている。 

 

  

18.6%

28.7%

81.4%

71.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和3年度
(n=699)

令和8年度
(n=700)

知っている 知らない

71.5%

43.1%

23.1%

9.2%

0.8%

3.8%

73.6%

45.3%

21.9%

10.4%

2.5%

3.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

広報かまくら

鎌倉市のホームページ

友人・知人や家族

鎌倉市SNS（X（旧Twitter）、Facebook、YouTube、LINE）

市議会インターネット中継

その他

令和3年度(n=130) 令和8年度(n=201)

設問７ 鎌倉市の公共施設の再編の取り組みをご存知ですか。 

設問８【設問７で「① 知っている」と回答された方に】 

    どこでその取り組みを知りましたか。当てはまるものを全て選んでください。 
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Ⅲ．公共施設再編の進め方と手法について 
 

 

 

 

 

 

 集約化・複合化を進めることに対する考え方をみると、令和 3 年度調査における「積極的

に実施すべき」（29.0％）と「施設の種類や需要を考慮して実施すべき」（61.9％）の割合

の合計は 90.9％であるが、令和 8年度調査における「積極的に実施すべき」（27.6％）と

「施設の種類や需要を考慮して実施すべき」（53.3％）の割合の合計は 80.9％であり、「実

施すべき」の割合が減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29.0%

27.6%

61.9%

53.3%

2.0%

6.1%

7.0%

13.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和3年度(n=699)

令和8年度(n=700)

積極的に実施すべきである 施設の種類や需要を考慮し、実施すべきである

施設の集約化・複合化は、実施すべきでない わからない

設問９ 施設の集約化・複合化についてお尋ねします。地域に必要な行政サービスを守りつつ、

将来世代に過度な負担を残さないために、施設の「集約化（まとめる）」や「複合化（組

み合わせる）」で再編を進めることについて、あなたの考えに最も近いものを１つ選ん

でください。 

 

90.9％ 

80.9％ 
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2. 市民 WEBアンケート調査結果 

2.1. 集計結果（単純集計） 

2.1.1 総括 

単純集計結果の総括をⅠ～Ⅵに分類して以下に示す。 

＜Ⅰ．あなた自身のことについて＞ ※属性に関する設問 1～4を除く 

■総括 

 公共施設の利用頻度について、「月 1回以上程度」と「2～3ヶ月に 1回程度」の合計は、「地

域図書館」、「市役所」、「学習センター（玉縄分室含む）」の順で回答が多い。 

 公共施設の利用日について、すべての公共施設（有効回答数 n=29以下の公共施設を除く。）

で、平日の利用が 50％以上を占めている。 

 

■各設問の主な回答結果 

 公共施設の利用頻度のうち、「月 1 回以上程度」と「2～3 ヶ月に 1 回程度」の合計につい

て、施設別の割合をみると、「地域図書館」が 20.1％で最も多く、次いで「市役所」が 17.3％、

「学習センター（玉縄分室含む）」が 10.2％となっている。 

 また、「今まで一度も利用したことがない」の施設別の割合をみると、「見田記念体育館」が

91.0％で最も多く、次いで「子育て支援センター（4施設）」が 86.1％、「老人福祉センター

（名越やすらぎセンター・今泉さわやかセンター・玉縄すこやかセンター・腰越なごやかセ

ンター・教養センター）」が 85.6％を占めている。 

 公共施設の利用日をみると、すべての公共施設（有効回答数 n=29以下の公共施設を除く。）

で、平日の利用が 50％以上となっている。 

 平日の利用割合について、施設別の割合をみると、「支所（申請・届出・登録・証明書）」が

91.0％で最も多く、次いで「市役所」が 90.9％、「学習センター（玉縄分室含む）」が 77.8％

を占めている。 

 また、土日・祝日の利用割合について、施設別の割合をみると、「中央図書館」が 35.3％で

最も多く、次いで「鎌倉生涯学習センター（きらら鎌倉）」が 30.6％、「文化施設（鎌倉国

宝館・鎌倉文学館・鎌倉芸術館・鏑木清方記念美術館・川喜多映画記念館・鎌倉歴史文化交

流館など）」が 30.1％という結果であった。 

 

＜Ⅱ．公共施設の現状と再編の必要性について＞ 

■総括 

 再編の取り組みの周知状況は、「知らなかった」が 7割以上となっており、取組の周知状況

は低い状況にあると考えられる。 

 

■各設問の主な回答結果 

 鎌倉市の公共施設の再編の取り組みの認知度をみると、「知っている」が 28.7％、「知らな

かった」が 71.3％を占めている。 

 鎌倉市の公共施設の再編の取り組みを知った方法をみると、「広報かまくら」が 73.6％で最

も多く、次いで「鎌倉市のホームページ」が 45.3％、「友人・知人や家族」が 21.9％となっ

ている。 
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＜Ⅲ．公共施設再編の進め方と手法について＞ 

■総括 

 公共施設の集約化・複合化を進めることに対する市民意向として、「積極的に実施すべき」

と「施設の種類や需要を考慮して実施すべき」の割合の合計が約 8割となっており、賛成す

る意見が多い傾向にあると考えられる。 

 集約化・複合化で再編を進めることへの理解・協力の度合いについて、「理解・協力できる」

及び「ある程度理解・協力できる」の回答の割合が６割以上であった項目は、「施設数や面

積の削減」、「対面窓口の削減、オンライン窓口、電子申請、コンビニ交付などの推進」、「移

動距離の増加、アクセスの変化」、「開館日・運営時間の短縮」及び「民間への運営委託」で

あり、公共サービスの提供の見直しに関して、理解・許容する回答が過半数を占める結果と

なっている。 

 適切だと考える公共施設のあり方としては、「集約化・複合化（集約化・複合化を進め、全

体の施設数や面積を減らす）」、「建物の長寿命化（適切な修繕・維持管理を優先し、できる

だけ長く使う）」、「未利用資産の賃貸・売却（利用していない施設や余剰地を売却・賃貸し

て収入を得る）」の順で回答が多い。 

 鎌倉市が建物を保有し、直接サービスを提供すべき公共施設としては、「消防署・消防出張

所」、「地域の行政センター（支所・申請、証明書発行などの行政窓口）」、「小・中学校」の

順で回答が多い。 

 居住地域における各サービスの現状に対する考えとしては、全てのサービスで「維持すべ

き」の回答が最も多い。 

 適切だと考える各サービスの距離感について、「乳幼児保育・子育て支援」及び「放課後の

居場所」では、「小学校区レベル（身近な徒歩圏内）」が最も多くみられる。「行政窓口機能」、

「高齢者福祉・活動支援」、「学習・活動支援機能」、「図書・情報サービス」及び「福祉相談・

サービス窓口」では、「５地域レベル（自転車やバス・車で通う範囲）」が最も多くなってい

る。「青少年育成・活動支援」、「文化・芸術・歴史の普及」及び「スポーツ・運動の場の提

供」では、「市域全体で共有する拠点（市内に１～2か所）」が最も多い結果となっている。 

 

■各設問の主な回答結果 

 集約化・複合化で再編を進めることの意向をみると、「施設の種類や需要を考慮して実施す

べき」が 53.3％で最も多く、次いで「積極的に実施すべき」が 27.6％となっており、合計

で 80.9％を占めている。 

 集約化・複合化による再編を進めることへの理解・協力の度合いについて、「施設数や面積

の削減」及び「対面窓口の削減、オンライン窓口、電子申請、コンビニ交付などの推進」の

項目をみると、「理解・協力できる」及び「ある程度理解・協力できる」の回答の割合の合

計が 70％以上となっている。また、「移動距離の増加、アクセスの変化」、「開館日・運営時

間の短縮」及び「民間への運営委託」の項目においては、「理解・協力できる」及び「ある

程度理解・協力できる」の回答の割合が 60％以上という結果であった。 

 適切だと考える公共施設のあり方をみると、「集約化・複合化（集約化・複合化を進め、全

体の施設数や面積を減らす）」との回答が 321人で最も多く、次いで「建物の長寿命化（適

切な修繕・維持管理を優先し、できるだけ長く使う）」が 235人、「未利用資産の賃貸・売却

（利用していない施設や余剰地を売却・賃貸して収入を得る）」が 205人となっている。 

 鎌倉市が建物を保有し、直接サービスを提供すべき公共施設をみると、「消防署・消防出張

所」が 62.7％で最も多く、次いで「地域の行政センター（支所・申請、証明書発行などの

行政窓口）」が 61.7％、「小・中学校」が 58.4％となっている。 

 居住地域における各サービスの現状に対する考えについて、全てのサービスで「維持すべ

き」が最も多くなっている。「学習・活動支援機能」、「青少年育成・活動支援」及び「文化・

芸術・歴史の普及」においては、「維持すべき」に次いで「削減してよい」が多い。 

 また、「行政窓口機能」、「図書・情報サービス」、「乳幼児保育・子育て支援」、「放課後の居

場所」、「高齢者福祉・活動支援」、「福祉相談・サービス窓口」及び「文化・芸術・歴史の普

及」においては、「維持すべき」に次いで「充実すべき」が多くみられる。 

 適切だと考える各サービスの距離感をみると、「乳幼児保育・子育て支援」及び「放課後の
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居場所」では、「小学校区レベル（身近な徒歩圏内）」が最も多く、次いで「５地域レベル（自

転車やバス・車で通う範囲）」が多い。 

 「行政窓口機能」及び「高齢者福祉・活動支援」では、「５地域レベル（自転車やバス・車

で通う範囲）」が最も多く、次いで「小学校区レベル（身近な徒歩圏内）」が多くみられる。 

 「学習・活動支援機能」、「図書・情報サービス」及び「福祉相談・サービス窓口」では、「５

地域レベル（自転車やバス・車で通う範囲）」が最も多く、次いで「市域全体で共有する拠

点（市内に１～２か所）」が多い。 

 「青少年育成・活動支援」、「文化・芸術・歴史の普及」及び「スポーツ・運動の場の提供」

では、「市域全体で共有する拠点（市内に１～２か所）」が最も多く、次いで「５地域レベル

（自転車やバス・車で通う範囲）」が多い結果となった。 
 

＜Ⅳ．民間施設の活用や運営委託について＞ 

■総括 

 民間施設の利用や運営委託を進めることに対する市民意向として、「積極的に実施すべき」

と「施設の種類や需要を考慮して実施すべき」の割合の合計が 8割以上となっており、賛成

する意見が多い傾向にあると考えられる。 

 鎌倉市が民間施設を借りて行っても良いと思うサービスとしては、「行政窓口機能」、「図書・

情報サービス」、「学習・活動支援機能」の順で回答が多い。 

 

■各設問の主な回答結果 

 民間施設の活用や運営委託を進めることに対する回答をみると、「施設の種類や需要を考慮

して実施すべき」が 53.3％で最も多く、次いで「積極的に実施すべき」が 31.7％となって

おり、合計で 85.0％を占めている。 

 鎌倉市が民間施設を借りて行っても良いと思うサービスについては、「行政窓口機能」が

61.7％で最も多く、次いで「図書・情報サービス」が 52.4％、「学習・活動支援機能」が 48.3％

という結果であった。 
 

＜Ⅴ．学校を中心とした地域の拠点づくりについて＞ 

■総括 

 居住地域における学校の建替えの際に、併設（複合化）すると良いと思うサービス・機能と

しては、「放課後の居場所」、「図書・情報サービス」、「学習・活動支援機能」の順で回答が

多い。 

 学校を中心とした複合化に期待することとしては、「利便性の向上」、「学校施設の有効活

用」、「将来の費用負担の軽減」の順で回答が多い。 

 学校を中心とした複合化を進めるにあたり、特に留意（注意）すべきこととしては、「児童・

生徒の安全確保」、「防災・避難機能の充実」、「教育環境の維持」の順で回答が多い結果とな

っている。 

 

■各設問の主な回答結果 

 居住地域における学校の建替えの際に、併設（複合化）すると良いと思うサービス・機能を

みると、「放課後の居場所」が 58.9％で最も多く、次いで「図書・情報サービス」が 54.9％、

「学習・活動支援機能」が 44.9％を占めている。 

 また、「複合化すべきではない」が 8.4％で最も少ない回答となっている。 

 学校を中心とした複合化に期待することをみると、「利便性の向上」が 54.1％で最も多く、

次いで「学校施設の有効活用」が 50.1％、「将来の費用負担の軽減」が 45.7％となってい

る。 

 学校を中心とした複合化を進めるにあたり、特に留意（注意）すべきことについて、「児童・

生徒の安全確保」との回答が 506人で最も多く、次いで「防災・避難機能の充実」が 312人、

「教育環境の維持」が 304人となっている。 

 


